
　　◆ 在宅医療・介護連携推進事業の取組みの方向性について

　　 　 【地域の目指すべき姿（目標）】

大目標 本人または家族と医療・介護関係者が、本人の人生の最終段階における意思を

共有し、円滑な連携を図ることで、本人が望む場所で最期を迎えることができる。

小目標 （１） 住民が看取り等について十分に認識・理解し、最終段階における意思を話し

     合うことができる。

（２） 医療・介護関係者が本人及び家族の意思決定を支援できる。

（３） 医療・介護関係者等及び本人・家族間で、人生の最終段階における本人の

     意思に対し、必要な連携を図ることができる。

　　 　＊ 「４つの場面別分類」にご参照ください。

　重点取組内容

【実施内容（計画）】

参考資料

在宅医療・介護連携推進事業は、医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が住み慣れた

地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、在宅医療と介護を一体的

に提供するために、医療機関と介護事業所等の関係者との協働・連携を推進することを目的と

して、事業が開始されました。

８つの事業項目「 資料１ ８項目の取組み表（ア）～（ク）」を踏まえつつ、地域のあるべき姿を意

識した課題解決、地域の実情に応じた取組内容の充実について、資料１「4つの場面」

（①日常の療養、②入退院支援、③急変時の対応、④看取り）を意識し、PDCAサイクルに

沿って取組を進めています。

高齢者福祉計画及び介護保険事業計画における日常生活圏域ニーズ調査の結果、人生の

最期を自宅で迎えたいという人が約6割、また家族が介護を必要とする状態となった場合に、

サービスを利用しながら自宅で介護したいと考える人が約4割という結果であったことから、

「4つの場面」のうち、「看取り」について、令和６年度より重点取組内容として３か年かけて取組

み、内容の充実を図りつつ、事業を進めてまいります。

なお、他の3つの場面につきましても同時に進めていく予定です。

＊出典

厚生労働省「在宅医療・介護連携推進事業の手引き Ver.3」

資料１

看取り

状況把握

課題分析

具体的取組

評価

改善

切れ目のない医療・介護連携の体制を整えるために、住民や医療・介護

関係者等から現状を把握する。

○高齢者等実態把握調査のデータ把握

〇介護保険施設等施設入所者の看取りの状況の把握

〇医療・介護関係者へのヒアリング・アンケートの実施

〇その他必要なデータ収集

住民や医療・介護関係者のニーズと課題を抽出し、解決のための具体

的取組について検討する。

○研修会の開催

〇住民への普及啓発

○データの課題分析

など

具体的取組を踏まえて、実際にどのような効果が得られたか、取組立

案時に用いたデータや住民、医療・介護関係者から聴取した意見等に

より評価し、課題抽出や具体的取組が妥当であるか再検討を行う。

〇住民や関係機関等へのアンケート実施

〇その他必要なデータ収集

資料5




